
総額 198億1,053万円

人件費
39億7,191万円

扶助費
31億447万円

公債費
24億5,506万円

物件費
32億4,685万円

維持補修費
6億1,381万円

補助費等
27億6,382万円

投資及び
出資金・貸付金
283万円
積立金
4億2,406万円

災害復旧
事業費
1億5,967万円

普通建設事業費
15億3,247万円

繰出金
15億3,558万円

指定管理料などの
委託料、光熱水費、
備品購入費など

各種団体への補助金や
負担金、謝礼金など

社会保障制度などで
使われるお金

格差を是正するため
国から交付されるお金

国から使い道が決めら
れて支給されるお金

借金の返済に
使われるお金

地方税
36億9,523万円

その他
15億6,558万円

地方交付税
84億8,203万円

地方譲与税・
各種交付金
12億4,772万円

県支出金
16億7,955万円

国庫支出金
23億789万円

建設事業などのために
市が借り入れるお金

地方債
10億6,900万円

分担金・負担金
1億5,519万円

使用料・手数料
2億7,935万円

総額 204億8,154万円
前年度比　6,901万円増 前年度比　8,226万円減

投資的経費　
8.5%
社会資本の整備に
要するお金

義務的経費　
48.1%
法令等で支出が
義務付けられるお金

その他の経費　
43.4%

自主財源　
27.8%
市が自主的に
収入できるお金

依存財源
72.2%
国などから
配分されるお金

歳入 歳出

歳入－歳出
6億7,101万円
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2025年度 決算報告
普通会計ピックアップ解説

地方税、地方交付税などの経常的な財源が、どの程度経常的な経費に充てられるかを示す
指標です。数値が低いほど、政策的(自由)に使えるお金が多くなることを示します。

Point

Point

財政規模に対して将来負担しなければならない費用がどの程度か、将来財政を圧迫する
危険度を示す指標です。比率が高いと将来の財政負担要因が大きいことを示します。

［ 主な要因 ］
▶「人事院勧告に準じた人件費
の増加」などで経常的な支出
は約2億円の増加

▶「地方交付税」などの経常的収
入が支出を上回る約3億円の
増加

決算の詳細はこちらで確認できます。
市ホームページ▶

対前年度比0.5ポイント改善

［ 主な要因 ］
▶借入額を上回る元金償還によ
り地方債残高が減少

対前年度比2.7ポイント改善

保険料など特定の収入があり、一般会計とは切り離して
収入・支出を経理する特定の目的のための会計

特別会計
主に利用者の料金収入で事業を行う、地方公営企業法
の全部、または一部の適用を受ける公営企業の会計

公営企業会計

会計名 区分 収入 支出

※消費税および地方消費税を含みます。
※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は留保資金
などで補てんしました。

□財政課　財政係　☎・お太助フォン 42-5623問

経常収支比率

総務省の定める基準で各地方公共団体の会計を統一的に再構成し、地方公共団体間の比較などをす
るための会計区分です。本市では、一般会計とコミュニティ・プラント整備事業特別会計が該当します。普通会計

将来負担比率

●収益的収入・支出　一事業年度の企業の経営に伴い発
生する収益(料金など)や、費用(人件費や物件費など)

●資本的収入・支出　企業の将来の経営に備えて行う施
設の建設などの費用(工事請負費など)や、その財産と
なる収入(企業債など）実質収支 5億7,759万円 実質収支＝（歳入－歳出）－（翌年度に繰り越すべき財源〈9,342万円〉）

地方公共団体の財政の健全化に
関する法律で定められた財政上
問題がある基準

2025年度は、歳入増・歳出減の決算となり、2年連続で歳出総額が200億円を下回りました。
市の財政は、人口減少や少子高齢化による歳入の減少、物価高騰や予定されている大型建設事業に伴う物件費・普通
建設事業費の増加など、予断を許さない状況です。持続可能な財政運営のため、DXの推進による行政事務の効率化や公
共施設の配置適正化、市のコンパクト化など、人口減少に応じた行財政改革を進めていきます。

 28億4,059万円 27億8,637万円 5,422万円

 6億1,045万円 5億9,595万円 1,450万円

 44億7,794万円 43億919万円 1億6,875万円

 439万円 437万円 2万円

収益的 14億4,204万円 14億7,027万円

資本的 5億8,060万円 8億571万円

コミュニティ・プラント
整備事業特別会計

会計名 歳入 歳出 実質収支

下水道事業
会計

国民健康保険
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

介護保険特別会計 
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